
















OECD や EUROSTAT などの国際機関は、国別の PhD のプロダクトや労働市場状況に関する




のデータの構築を目指し、「博士人材追跡調査」(Japan Doctoral Human Resource Profiling , 
以下、JD-Pro)を 2014 年に開始した。フランスでは Centre d'Etudes et de Recherche sur 






「2012 年コホート」という）について、博士課程修了 1.5 年後、3.5 年後に調査を行って
いる。また 2015 年度に日本の大学院の博士課程を修了した者（以下「2015 年コホート」
という）については、博士課程修了 0.5 年後調査を実施した。2016 年度に実施した、最新
調査の 2012 年コホート 3.5 年後調査で、調査依頼数 5,044 名、回答数 2,661 名、有効回答
数 2,614 名 （回答率：52.8%、有効回答率 51.8%）であった。また、2015 年コホート 0.5
年後調査では、大学からの依頼数 13,517 名(依頼率 87.8%)、有効回答数 4,922 名(有効回
答率 36.4%)であった。CEREQ の Generation 調査は 1992 年に開始し、近年では 3 年おきに
新しいコホートを開始している。現在までに 7 つのコホートがあり、教育機関を離れてか
ら 3 年後のみの短期で終えるコホートと、3 年後、5 年後、7 年後と続く長期コホートがあ




「Generation」の 2013 年コホートと「博士人材追跡調査」の 2012 年コホートの博士課程
修了 1.5 年後調査（JD-Pro2012）から、以下のように条件を統一し、比較可能なサンプル
を抽出している。その結果、日本の JD-Pro2012 では 1,059 サンプル、フランスの
Generation2013 では 1,641 サンプルとなった。 
1)2012 年に博士号を取得した修了者 
2)調査時点（修了 1.5 年後）に日本に在住している者 























開発職が 39％、民間の研究開発は約 2 割とほぼ同じである。日本独自の私大等の教育研究
職は 18％となっており、私立の教育機関で博士人材を多く雇用する日本では、アカデミア
（公的部門の研究開発+私大等の教育研究）で働く PhD の比率はフランスよりも大きくなっ
ている（日本 57％、フランス 39％）。 
他方、公的部門の非研究開発職はフランスで 15％、日本で 8％、民間部門の非研究開発










博士課程修了の 3 年後（3.5 年後）の労働市場における最も重要な指標として、失業率
を見ている。フランスの 2016 年の労働市場において、博士の失業率は 10％と非常に高い
水準である。特に生物学系の失業率が 14％と高い。また女性の失業率が男性に比べ高い。
このような労働市場の困難は、日本ではあまり見られず、失業率は 2015 年に 2％と非常に
低く、研究分野や男女差がない。 
 




















概要図表５ 日仏博士の卒業 3 年後（3.5 年後）任期制雇用率（セクター別） 
 
なお、巻末に参考として、筆者のジュリアン・カルマンによる NISTEP 所内人材セミナ
ーの記録と資料を掲載している（平成 29 年 2 月実施） 
 
